
｢知+の創造と発信を支援する遠隔教育･e-ラーニング

ネット時代の人材育成を支援する
日立グループの遠隔教育への取組み
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遠隔教育･e-ラーニングの

事例

大学や企業では,遠隔教

育･e-ラーニンクヘの取組み

が始まっている｡写真は,慶

應義塾大学のキャンパス間単

位互換風景(左)と,法政大学

のイントラネット講義の配信

風景(右)を示す｡

インターネットの発展に代表されるように,21世紀に入って汀革命はますます進展し,社会は大きく変ぼうしつつある｡大

学にはコンピュータに慣れ親しんだ世代が入学するようになり,情幸馴ヒ社会に適合できる人材育成のためにITの活用が進めら

れている｡また,少子化や国立大学の独立行政法人化といった経営環境変化に対処するためにも,lTの利用は欠かせなくなっ

ている｡

一九企業ではITを駆使したeビジネスが盛んになり,情報化社会に適した人材教育の重要性が高まっている｡また,能力主
義の浸透に伴い,個々人の能力向上に対するニーズも増大している｡

このような中で,大学や企業ではlTを使い,時間と場所を超越して教育できる遠隔教育･e-ラーニングの導入検討が始まっ

ている｡しかし,遠隔教育･e-ラーニングは今までの教育のあり方や経営そのものを大きく変革する可酸性を秘めている一方,

その導入にあたっては,効果的なコンテンツの作成や運用体制の確保など,これまでとはまったく違った教育ノウハウを必要

とする｡

日立グループは,長年にわたって企業内教育のノウハウを積み重ねてきた自社内の教育部門をはじめ,研究部門,事業部門,

営業部門などの総力を結集し,大学や企業が抱えるさまぎまな教育上の課題に対して,システム構築からサービスにわたる最

適なソリューションの提案に努めている｡

はじめに

近年,少子化が進む中で,大学では学生の獲得や社会

人の取り込みを目的として,大学間連携や公開講座の実

施などの取組みを始めている｡その手段として,IT

(Inbrmation Technology)を駆使した新しい教育形態で

ある遠隔教育の導入を検討しつつあり,大学審議会でも,

遠隔講義による履修を積極的に認める方向にある｡しか

し,運用や費用の面で,また,対面授業へのこだわりな

ど,その導入にはまだいくつかの課題がある｡

一･方,企業では,成果主義導入などの経営環境変化に

伴い,人材育成の重要性と多様化する社内教育のニーズ

が高まる中で,時間や場所にとらわれない新しい教育手

段として,｢e一ラーニング+に注目している｡しかし,座

学に比べて費用対効果が不透明であったり,コンテンツ

が不足しているなどの問題があり,導入にはこれまでと

違った教育ノウハウが必要となる｡

日立グループは,大学や企業が課題としているこれか

らの教育ノウハウについて,システム構築からサービス

に至るまでさまざまなソリューションを提供している｡
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ここでは,大学と企業の教育分野の動向,遠隔教育･e-

ラーニングに対する期待と課題,およびこれらの課題を解

決するための日立グループのソリューションについて述べる｡

遠隔教育とe-ラーニング

遠隔教育とは,文字どおり,遠隔地に居ながらにして

教育を受ける形態であり,通信教育も含まれるが,オン

ライン教育が登場してからは,ネットワークを利用して

双方向に行う教育を指すようになった｡また,Cl〕-ROM

などの教材を利用するCBT(Computer-Based Training)

や,インターネットを使うWI∋T(Web-Based Training)

などディジタルメディアを利用した教育全般を｢e-ラーニ

ング+と呼ぶようになっている(狭義にはWBT=e一ラーニ

ングとする考え方もある｡)(図1参照)｡定義のしかたに

よって違いはあるが,以下では,ネットワークやディジ

タルメディアを利用して,同一故事以外で受講する教育

を遠隔教育･e-ラーニングとして扱う｡ただし,それぞ

れ誕生した背景が異なるため,その分野の慣習に合わせ

て使い分けることにする｡

遠隔教育には,受講者が教室に集合し,ネットワーク

を経由して送信される講師の画像と音声を視聴する｢リ

アルタイム型+と,あらかじめサーバに蓄積された教材を

受講者がネットワークを利用して好きな時間に,好きな

場所からアクセスして受講する｢オンデマンド型+がある

(図2参照)｡

大学の経営環境変化と遠隔教育

3.1大学における経営環境の変化

人学を取り巻く最近の五つの環境変化について以下に

述べる｡

3.1.1少子化による受験者数･学生数の減少

18歳人口は減少の一途をたどっており,2010句三には,

いわゆる｢大学全入+の時代を迎えると言われている｡す

でに,全私立大学の30%近くが,また,全私立短期大学

の60%近くが定員割れしている｡私立大学の経営は,入

学検定料や入学金,授業料などにその収入の大部分を依

存しているため,少子化は経営に大きな影響を与える｡

3.1.2 政府の行政改革による国立大学の構造改革推進

1999年9月,文部省(硯文部科学省)は,行政改革の一

環として国立大学を独立行政法人化する方針を未明し,

2001年6月には,国立大学の構造改革の方針がまとめら

れた｡この方針は,(1)大学の再編･統合による活性化,

(2)民間的発想の経営手法導入,および(3)競争原群を

狭義のe-ラーニンク

＼オンラインラーニンク
1 (衛星を含む｡)

WBT

遠隔教育･e-ラーニンク

図1遠隔教育･e一ラーニングの定義

遠隔教育･e-ラ

CBT(テ欝ス)

広義の遠隔教育

ングとは,ネットワークやディジタルメデ

イアを利用し,講師と離れた場所で受講する教育形態を指す｡

リアルタイム型

オンデマンド型

インターネットイントラネット

＼
､一

注:略語説明 ATM(AsynchronousTransferMode)

図2 遠隔教育の形態

遠隔教育には,講義を遠隔地へ伝送して受講させる｢リアルタ

イム型+と,サーバにある教榔こアクセスして受講させる｢オンデ

マンド型+がある｡

導人し,公立･私立大学も含めた｢トップ30+の大学を世

界最高水準に育成するという3点から成り,大胆な構造

改革が打ち出されている｡

3.1.3 産業界との連携推進による大学の役割の変化

政府は,今後の雇刷青勢の悪化に備え,各種規制緩和

による雇用創出や,社会人の能力開発推進の方策を検討

している｡政府の中間報告案によると,大学･大学院で

の遠隔教育などの設備拡充･制度改訂や,教育訓練給付

制度による社会人受け入れ数の増大など,大学等教育研

究機関との密な連携に重点が置かれている｡

また,文部科学省は,｢大学を起点とする日本経済活

性化のための構造改革プラン+により,大学の活性化や,

新産業と雇用の創山を推進しようとしている｡

3.1.4 司法制度改革における法科大学院の設置

政府の司法制度改革審議会は,2001年6月,法曹人口
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を現在の2万人から5万人規模にすることを提起した｡法

曹人口の拡大策によると,｢法科大学院+(日本版ロース

クール)が設置され,その教育課程を修了した者でない

と原則として新司法試験を受験できないことになってい

る｡そのため,すでに法学部を擁する大学の約半数が,

法科大学院の設置を検討していると言われている｡

3.1.5 海外大学･大学院の日本進出

企業の国際化の流れに合わせ,MBA(経営学修士)な

ど国際的資格を取得しようとする動きが加速している｡

このよう訓育勢の下で,通信教育による社会人向け各種

資格取得コースなどの実績とノウハウを持つ欧米の大学･

大学院が,わが国に進出し始めている｡中には,企業の

教育部門と直接提携契約を結ぶケースも出てきている｡

上述のように,さまざまな要因により,わが国の大学

の経常環境は大きく変化してきており,各大学とも迅速

かつ大胆に,組織やカリキュラム,設備などの改革を推

進し始めている｡

3.2 大学の遠隔教育に対する期待と課題

前節で述べた大学の改革は,多岐にわたっている｡例

えば,大学間連携(単位互換)による魅力の向上,雇用流

動化･雇用拡大策に対応する社会人の各種資格取得など

のニーズの取り込み,大学発ベンチャービジネスの創出,

特許取得拡大のための産業界との連携などである｡

このような改革を推進するためには,地理的･時間

的な弊害を克服する必要がある｡その最大の解決策が遠

隔教育(研究)システムの導入である｡ネットワークの整備

に加え,マルチメディア化やディジタル化の進展によって

このようなシステムの実現が可能となり,このシステムに

対する各大学の関心と期待は非常に高まってきている｡

2000年11月に出された文部科学省の大学審議会答申で

は,｢インターネット等を利用した遠隔講義により,通

学制大学では卒業に必要な124単位中60単位を,通信制

では124単位すべてを取得できる+とされており,制度面

でも整備が進みつつある｡

しかし,遠隔教育システムの導入にあたっては,以下

に示すような課題があげられる｡

(1)社会人･産業界の実態に即した教育コンテンツの開発

(2)対面授業と同等以上に教育効果の高いコンテンツの開発

(3)コンテンツの管理や受講者の履修･成績管理,メン

タリングなどの運用体制の確保

(4)他大学･各企業との情報システム･カリキュラムの

互換性保持

このような課題に対して,大学は外部機関(情報シス

テムメーカー,教育産業など)との連携などを行い,可

能なかぎりサービスのアウトソーシング(外部委託)を行

うことで解決を図ろうとしている｡一方,外部機関には,

大学の遠隔教育システムのコンサルティングから運用サ

ポートまでをトータルに提供する体制が求められている｡

企業の経営環境変化とe-ラーニング

4.1企業における経営環境の変化

グローバル,メガコンペティションといった経営環境,

ITの急速な進展,成果主義の浸透など,わが国の企業を

取り巻く環境は大きく変化している｡情報化社会･知識

社会では,従業員のナレッジ(知識)が早期に陳腐化して

しまう｡企業の経営戦略に合致した人材を,いかに効率

よく,かつ短期間で育成するかが,喫緊の課題となって

いる｡このため,各企業は,教育体系･方法など社内教

育の抜本的な見直しに着手している｡このような状況の

中で,新たな企業内教育の手法として,WBTを中心と

する｢eうーニング+が注目を集めている｡

e-ラーニングの導入では,米国企業が先行している(詳

細は本特集の別論文を参照)｡図3に示した米国における

教育方法の変遷と予測によると,講義形式の授業に代わ

ってe-ラーニングが急増し,2003年にはその割合がほぼ

きっ抗すると見られている｡そして,その後は両者の長

所を生かしたブレンディングモデルが増加すると考えら

れている｡

e-ラーニングで使用されるメディアに関する予測を図4

に示す｡現状ではCD-ROMやビデオテープが主流である

が,インターネットやイントラネットの普及に伴い,今

後はWBTが急速に浸透していくと予測されている｡
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図3 米国での教育方法の変遷

米国では講義形式の授業が減少し,それに代わってe-ラーニン

グが急増している｡
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図4 米国でのe-ラーニングにおけるメディア別市場規模

WBTは2001年には他メディアを上回り,急速に浸透すると予測

されている｡

4.2 企業のe-ラーニングに対する期待と課題

従来型の集合研修には以下のような問題がある｡

(1)交通費,宿泊費,講師委託費などの負担が大きい｡

(2)業務が忙しく,研修の時間がとれない｡

(3)受講者数に比例して研修コストが増加する｡

(4)個人の能力やニーズに関係なく,網羅的な研修内容

しか提供できない｡

(5)新しい技術や商品に対して迅速な対応ができない｡

このような問題点を解決する手段として,e-ラーニン

グ,特にWBTが注目されている｡

WBTの導入により,一般的には研修コストが削減で

き,時間と場所を選ばずに学習者のペースで学習が可能

になり,個々人の特性に合わせた多様な研修プログラム

を提供することができる｡しかし,企業の教育担当部門

の多くが積極的にe-ラーニングを活用していきたいと考

えているにもかかわらず,実際には導入は進んでいない｡

その主な股岡として,端末やネットワークなどの社内基

盤が十分に整備されていないことがあげられる｡

e-ラーニングの導人にあたっては,以‾卜の課題がある｡

(1)端末,インフラストラクチャーなどの社内基盤整備

(2)実践的,魅力的なコンテンツの確保

(3)通信費,コンテンツ作成費などのコストダウン

(4)e一ラーニングに対する職場の理解

これらの課題の多くは,技術の進歩,複数の事業者に

よる競争,コンテンツ作成の標準化,トップダウンによ

る意識改革などによって徐々に解決され,今後,e-ラー

ニング導入の素地は整っていくと考えられる｡

WBTシステムの導入により,企業はウェブを通して多

数の従業員に情報を提供するとともに,受講者の学習履

歴や進ちょく状況,テスト結果などの個人に関する情報

を･一元管理することができるようになる｡このような特

徴を生かすことで,WBl｢を単なる教育のツールとしてで

はなく,コンビテンシーマネージメントやナレッジマネー

ジメントなどの戦略的な人事･経営システムと連携する

ことも可能となる｡

日立グループの遠隔教育への取組み

日立グループは,本格的な遠隔教育･e-ラーニング時

代の到来に合わせ,最新技術とこれまで培ってきたSI

(SystemIntegration)の実績をベースに,社内教育のe-

ラーニング化で培った豊富な企業内教育のノウハウを加

え,システム構築からサービスに至るまで最適なソリュー

ションを提供する,比卜のような遠隔教育ソリューショ

ンの体系化を口指している｡

5.1 システム構築ソリューション

日立グループは,その総合力を生かし,各形態に合わ

せで卜記のシステムを有効に組み合わせたシステム構築

を行っている｡

(1)アプリケーションサーバ:WBT,講滋管理,痢

像･教材自動蓄積,教材配信,画像データベース

(2)ネットワーク:ギガビット,ATM,衛星通信,画

像･音声コーデック

(3)映像システム:大型プロジュクタ,電子自板,PDP

(PlasmaDisplayPanel),ノンリニア編集機

中でも,口立グループは,運用の容易さとコンテンツ

の質の高さを内立させる遠隔教育アプリケーションの開

発に特に力を注いでいる(本特集の別論文を参照)｡

5.2 サービスソリューション

R立グループが臼指すサービスビジネスの仕組みを図5

に示す｡日立グループは,社内教育への適用実績をベー

スに,社外コンテンツホルダーなどとの提携による以下

のようなコンテンツ流通や各種サービスの提供を目指し

ている｡

(1)教育コンサルティングソリューション

遠隔教育システムを構築する際のシステム設計をはじ

め,インストラクショナルデザインに則したカリキュラ

ム編成など,各大学や企業の口約,環境に応じたコンサ

ルティングを行う｡

(2)コンテンツ制作ソリューション

教育内容や形態に合わせて,豊富な教育ノウハウに基

づく教育教材コンテンツの制作を行う｡さらに,専門的

なインストラクショナルデザイン手法を適用した,教育
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効果の高いコンテンツの制作を行う｡

(3)運用支援ソリューション

ホスティングサービスをはじめ,受講者管理など,運

用管理を支援する｡さらに,講師派遣や,教員･講師に

代わって受講生を指導したり,質問回答を行うメンタリ

ングやチュータリングサービスなども計画している｡

この特集では,日立グループのシステムに関する取組

みいR一,サービスに関する取組み…ト,および適用事例川ト■コノ

に分けてそれぞれ掲載した｡

おわりに

ここでは,経営環境の変化に伴う大学と企業の動向と

遠隔教育への期待,および日立グループの遠隔教育への

取組みについて述べた｡

これからの社会では教育がますます重要性を増し,IT

の発展と相まって,遠隔教育･e-ラーニングは教育改革

における一形態として拡大していくものと予想される｡

口立グループは,このような教育分野に貢献するため

に,最新の技術,製品,サービスによるベストソリュー

ションの提案に努めていく考えである｡
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